
No.17

項 目

目標年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度

見込額
3,600
2,800

800

3,600
0.71
0.71

3件
50トン

500百万円

平成25年度 農産物流通・販売支援事業 事務事業 評価表 ［単位：千円、人］

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

事業の種類 ■ ソフト事業　　　　□ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

政策
地域力を発揮し産業活力を創出する
まちづくり

施策 農業の振興

小施策 農業経営の強化

所管部課名 農林水産部農政課 担当者 森　隆
根拠法令等

園芸振興費
事項 園芸振興育成事業費 細事項 農産物流通・販売支援事業

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

一体化躍動プラン
重点施策

予算
科目
等

会計 一般会計
款 農林水産業費 農業費

①　平成２０年度　　②平成２１年度

指標名 目標値
活動指標 補助金申請件数 3件

事
業
の
内
容

概要
流通や販売の促進に必要な輸送支援、販売促進活動及びそれに係る経費の支援を行う。
①　甑農産物地産地消促進補助金
②　薩摩川内市農産物販売促進協議会負担金

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

①　３戸以上の生産者団体
②　薩摩川内市農産物販売促進協議会

手段（市がどのような
活動をするか）

①　補助金を交付
②　負担金を交付

意図（どのような目的
で事業を行うか）

①　甑農業振興
②　産地維持

事業開始年度

成果指標② ②販売額（百万円） 500百万円
成果指標① ①生産量（トン） 50トン

負担金 2,870 2,833 2,800 2,800

補助金 448 578 800 800

一般財源 3,318 3,411 3,600 3,600

財
源
内
訳

国・県支出金
その他

要員配置状況 0.45 0.48 0.71 0.71
職員 0.45 0.48 0.71 0.71
嘱託員
臨時職員等

活動実績・計画 3件 2件 3件 3件

成果指標の推移② 558百万円 445百万円 500百万円 500百万円
成果指標の推移① 31トン 40トン 50トン 50トン

特筆すべき事項等

経
費
及
び
指
標
の
推
移

項目
平成23年度

決算額
平成24年度

決算額
平成25年度

予算額
平成26年度

見込額
事務事業費 3,318 3,411 3,600 3,600
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　３　事務事業の視点別評価 （Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性 　□ 妥当である　　　■ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）
①申請件数が増えてこないため、改善の余地はある。
②販売促進を実施するために設立した協議会であるため妥当である。

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

（上記選択の理由）
①②地域的ハンディの克服の観点からの行政支援であるため

効
　
率
　
性

事業費の削減余地  □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
①事業対象を、必要最低限の海上輸送に係る経費のみとしているため
②毎年継続して実施する必要がある事業があるため（消費地会議、産地交流会、イベントへの参加
等）

要員配置の削減余地  □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

（上記選択の理由）
①②事業については、作物毎の担当が対応している。

有
　
効
　
性

成果の達成度 □ 達成度はかなり高い　　■ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

（上記選択の理由）
①②作柄による生産量の変動があるものの、栽培面積の増加により、成果はあがっている。

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
①②事業内容を検討し、更なる農業振興を図る必要がある。

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性

□ 現状のまま継続

■ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 ■拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

上記方向の理由
　事業見直しにより、更なる農業振興を図りたい。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

今後の改革の方向性

□ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　□ 廃止

まとめ（補助金等評価を含む。）

　事業対象者、対象物の見直しにより幅広い農業振興が図る。

　

外
部
評
価
（
二
次
）
結
果

事務事業の視点別評価
妥当性　　⇒ 　□高い　　　　□低い
効率性　　⇒ 　□高い　　　　□低い
有効性　　⇒ 　□高い　　　　□低い
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薩摩川内市農産物販売促進協議会の事業報告
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①　特になし
②　該当なし
③　該当なし
④　該当なし
⑤　特になし
⑥　関係者と連携し進めていく。
⑦　該当なし

成果指標の推移① 3件 2件 2件
成果指標の推移② 15.9トン 31.4トン 40トン

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 3件 2件 2件

支出計/前年度支出計 232.0% 129.0%
自己資金/前年度自己資金

0.0% 0.0%

計 192,892 100.0% 447,426 100.0% 577,340
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

577,340
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 192,892 100.0% 447,426 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 192,892 100.0% 447,426 100.0% 577,340
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 192,892 100.0% 447,426 100.0% 577,340

0.0%

0.0% 0.0%
事業収入 0.0% 0.0%

補助金額又は補
助率の積算方法 　甑商船が請求する金額

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0.0% 0 0.0% 0
会費収入

寄付金・その他助成 0.0%

補助対象経費 　甑から本土に農産物を出荷するためにかかる航送料

補助対象事
業・活動の内
容

　甑で生産された農産物を海上輸送により本土へ出荷する。

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

　農産物を出荷するために係る航送料全額

成果指標② 　流通量（トン） 50トン 平成27年度

補助対象者 　生産者団体

800

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 　申請者数（件） 3件 平成27年度

平成25年度
予算額

800 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

事務事業名 農産物流通・販売支援事業

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱

補助経過年数 １年以上５年以下

平成25年度 甑農産物地産地消促進補助金 評価表 17-1

所管部課名 農林水産部農政課 担当者 森　隆
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

B

B

B

B

B

B

B

B

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　事業対象者を生産者団体のほか、新規就農者、担い手、認定農業者も加える。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
□ 現状のまま継続
■ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　■拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　甑島の農業振興を図るためには、まだ多くの方に本事業を活用してもらう必要がある。

　生産性、単価等技術の習得により、固定経費
で見れると考えているため

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　島内出荷する作物も多数栽培され、島内供給
を行っているため

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　甑島における作物毎の収益性（所得性）が定
まるまでの間は、支援が必要と考えているため

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　航送料のみに対する助成であり、妥当と考え
ているため

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　出荷量の農家と農業振興は相関があり、地元
農産物の供給と地域の活性化は市民ニーズに合
致していると考えているため

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　行政以外からの支援は考えにくいため

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　本土では発生しない航送料であるため

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　甑島地域の農業振興が図られることで、島内
においても農産物が流通し、農地が保全される
など波及効果は大きいと考えられるため

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

B
　本土ではかからない経費（航送料）であり、
農業振興が進まない原因のひとつであると考え
られることより

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）
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